












プラクティス記載のリコメンド（番宣等）の実施例

データ放送画面で「番組宣伝」を行う場合

参考資料

「オプトアウト方式で取得する非特定視聴データの取扱いに関するプラクティス2.1」 p14から抜粋 6
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（１）５社間のガバナンス

集約視聴
データの
取り扱い

合意書
締結

 各局の非特定視聴データは、個人情報ではないものの、個人情報に対して適用される個人情報保護
法上の共同利用規定の趣旨に則って共有することとし、同法２３条５項３号が定める以下の①～
⑤の事項を本人が容易に知りうる状態に置く。
① 共同して利用する旨
② 共同して利用されるデータの項目:

共通ID、リンクキー、中間ID / IPアドレス / 郵便番号 / 局名 / 視聴時刻
③ 共同して利用する者の範囲:在京民放５社
④ 利用する者の利用目的:統計データの作成
⑤ 当該データの管理について責任を有する者の氏名又は名称:５社が一定期間毎に交代で就任

 以上に加え、５社共通の問合せ先を設置し、上記①～⑤とともに本人が容易に知りうる状態に置く。

 集約視聴データの利用や管理に係る決定は５社の合意により行うこととする。

上記の事項について、５社間で合意書を締結する。

以下方針で、５社間のガバナンスを効かせる
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（２）α社に関するガバナンス

以下の措置により、５社が合意しない集約視聴データの取扱いが生じない体制を確保する。

α社
定義

「オプトアウト方式で取得する非特定視聴データの取扱いに関するプラクティス（ver2.1）」の趣旨に準じ、
委託先であるα社は、「放送局5社の管理下にある事業者（放送局が資金面、人事面で強い影響を持つ等
して、データの取扱い状況を適切に監督できる事業者）」とする。なお、α社はTVer社とは別法人とする。

委託管理
基準

同プラクティスに定められている「委託管理基準」を適用する。
【委託管理基準】
適切にデータ管理を行いうる事業者を選定し、次のとおり契約上義務付けを行う
（放送局側は５社連名で契約を締結）。また、契約どおりの取扱いが実施されているか否かを監督する。
 第三者へのデータ提供の禁止
 安全管理措置の実施
 個人情報との紐付けの禁止
 目的達成後の非特定視聴データ等の速やかな廃棄等、適切な措置を取ること
 提供を受けたデータの複製の禁止（利用目的の達成のために複製することは除く）
 目的外利用の禁止（クリエイティブから属性等を推知する等）

委託内容

委託の内容は非特定視聴データの集約であるが、より詳細には以下の通り。
• 共通ID、リンクキー、各局中間ID等の発行
• リンクキー、中間IDの受信機への送信
• 各局の視聴データの集約
• 集約されたデータの分析
※ α社は上記の各行為を放送局の委託先として行うため、上記各行為の法的な実施主体は放送局になると考えられる
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「共通ID」と「リンクキー」、「共通NVRAM」活用の経緯

目的

受信機に
対する

「共通ID」の
必要性

共通
NVRAM
への記録に
関する課題

5社の視聴データの集約を実施するため

• 上記目的のために5社が取得できる受信機固有の「共通ID」が必要。
• 外部サーバ上に共通IDがあるだけでは、IDと受信機の紐づけができない。

• 「共通ID」を直接共通NVRAMに記録すると、「共通ID」を他の放送事業者が取得したうえで自社保有の個人デー
タと紐づけた場合に、民放5社が集約した視聴データや各局視聴データが個人情報化するリスクが発生する。

（P.15:2018年度総務省実験）

• 受信機内で5社で共有できる共通領域（共通NVRAM）の活用を検討。

【回避策】
• 「共通ID」とは別に「リンクキー」を発行し「共通NVRAM」へ記録。また、視聴データを集約するための「中間ID」を発行し、

5社それぞれ「各局専用NVRAM」へ記録。「共通NVRAM」にある情報と視聴データがセットで流通することのないように切り
離す。（P.16:2019年度総務省実験）

• 「共通ID」はα社内のみで運用する。
• 「リンクキー」は「一時リンクキー」に変換して「共通NVRAM」へ記録する。
• 「一時リンクキー」については、短期間（1日～数日）でのリフレッシュによって不変性を減じることで、有用性を下げる。

※ 「共通ID」、「リンクキー」、「中間ID」の紐づけはα社内で実施。放送局は「共通ID」、「リンクキー」を社内に持たない。
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前提
共通NVRAMにアクセスするには、以下が必要
(a)受信機に対し「BML」(Broadcast Markup Language)というプログラムを送出する設備
(b) ARIB 規格及び BML 等データ放送についての十分な知識を有する技術者

対象
事業者

以下の放送事業者は(a)(b) を既に保有しているか、容易に入手可能である。
① 民間放送事業者（在京キー５社および独立局）

※リンクキーを取得するためのプログラムは放送によって送出するため、今回のケースでは関東エリアの放送局
② NHK
③ ケーブルテレビ事業者 ※コミュニティチャンネルを保有するケーブルテレビ事業者
④ BS放送事業者 ※CS放送のプログラムからは技術的に共通NVRAMにアクセスできない

一定の投資をして(a)(b)を入手する技術的な可能性として考え得る主体は以下の通り
⑤ エリア放送事業者（関東圏で15事業者）

※地上デジタル放送に割り当てられたUHF帯のホワイトスペースを活用して行われる、
ワンセグ携帯等の地デジ放送受信機に向けたエリア限定の放送サービスを提供する事業者。

⑥ テレビ受信機メーカー
⑦ 館内放送事業者
⑧ テレビ受信機用OSのベンダー
⑨ 放送設備メーカー
⑩ 放送についての技術的知見を有する個人

共通NVRAMへのアクセスが可能な共通NVRAMへのアクセスが可能な事業者
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部外者の一時リンクキー取得によるリスクについて

以下の施策で、部外者が共通NVRAM内の一時リンクキーを取得した場合のリスクをおさえている。

リセット頻度
の高さ

部外者が「一時リンクキー」を取得した場合も、「一時リンクキー」は1日から数日で
リフレッシュされる。

データ紐づけ
の難度

部外者が「一時リンクキー」を取得した場合も、各局の視聴データの収集には中間
IDを利用していることで、「一時リンクキー」と視聴データは直接紐づかない。

観点 考え方

リンクキー
の管理 リンクキーと中間IDの関係性は、α社内のみで管理する。

※尚、「共通NVRAM」にアクセスできる主体は、受信機の識別子が必要な場合、自ら発行した識別子をNVRAMに書き込むことが通常想定される




